
                   

 

  
                                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護の日 

 

 

市
へ
の
要
請 

に
は
、
３
団
体 

か
ら
６
人
が
訪
問
。 

福
祉
保
健
部
介
護 

保
険
課
長
の
片
山 

氏
と
課
長
代
理
の
高
島
氏
が
対

応
し
ま
し
た
。 

９
月
の
活
動
の
到
達
点
（
県

医
労
連
の
介
護
事
業
所
ア
ン
ケ

ー
ト
の
Ｔ
Ｖ
４
局
の
マ
ス
コ
ミ

報
道
・
家
族
の
会
の
特
例
措
置

見
直
し
の
国
へ
の
意
見
書
と
具

体
的
支
援
の
請
願
採
択
）
の
上

に
、
富
山
市
に
た
い
し
て
、
上

記
の
３
項
目
の
実
施
を
求
め
ま

し
た
。 

 次
の
犠
牲
者 

出
さ
な
い
為
に 

家
族
の
会
の
勝
田
登
志
子
さ

ん
は
、
２
人
の
い
の
ち
が
奪
わ

れ
た
事
例
を
話
し
、
こ
の
ま
ま

だ
と
次
の
人
が
で
る
可
能
性
が

あ
る
。
介
護
現
場
が
つ
ぶ
れ
た

ら
利
用
者
が
一
番
困
る
。
し
っ

か
り
減
収
補
填
し
利
用
者
を
守

っ
て
ほ
し
い
と
訴
え
ま
し
た
。 

 

介
護
報
酬 

引
上
げ
必
須 

医
労
連
か
ら
は
、
「
ア
ン
ケ

ー
ト
で
、
“
自
治
体
に
求
め
る

も
の
は
？
の
回
答
で
、
公
費
に

よ
る
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
実
施
、
２
０

２
１
年
度
の
介
護
報
酬
引
上
げ

が
３
大
要
求
に
な
っ
て
い
る
。

市
独
自
の
支
援
を
求
め
、
国
に

対
し
て
も
一
緒
に
運
動
し
て
い

き
ま
し
ょ
う
」
と
伝
え
ま
し
た 

第
３
波
の
後
２
０
２
１
年
４

月
か
ら
の
介
護
報
酬
ア
ッ
プ
は

必
須
で
す
。 

富山市長 森雅志様 
                                  

富山県医療労働組合連合会 
執行委員長 前田洋志 
認知症の人と家族の会 

富山県支部代表 堀井隆子 
富山県民主医療機関連合会 

会長 岩城光造 
 

コロナ禍での介護崩壊防ぎ、市民が安
心安全な介護を受けることができるように  

していく為の緊急要請書 
 
１．介護事業所が事業を継続できるよう、減収

分の補填など財政支援を講じること 
 
２. 感染拡大を未然に防ぐため、事業所が必要

と判断した場合の利用者の PCR検査、又定期
的な介護従事者の PCR検査などのスクリーニ
ング検査を公費で実施出来るようにすること 

 
３． 通所系・短期入所系サービス事業者等にお

ける介護報酬上の特例措置の撤廃と、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止への対応を適正
に評価した介護報酬制度とすることを国に求
めるとともに、当面は臨時交付金を原資に、
利用者自己負担が増加しないよう富山市で対

策を取り、実施すること 
 

 
 
 
 
 

 
 

 

リレートーク 
認知症の人と家族の会 中島さん 

 

今
年
で
３
年
目
に
な
る
、
１

１
月
１
１
日
介
護
の
日
の
富
山

県
医
労
連
・
認
知
症
の
人
と
家

族
の
会
富
山
県
支
部
（
以
下
家

族
の
会
）
、
富
山
民
医
連
・
三

者
合
同
の
行
動
。 

今
年
は
、
コ
ロ
ナ
禍
で
差
し

迫
っ
た
状
況
の
中
、
Ｃ
Ｉ
Ｃ
前

で
リ
レ
ー
ト
ー
ク
を
行
い
、
そ

の
足
で
、
富
山
市
に
対
し
、
左

記
の
具
体
的
な
３
項
目
に
つ
い

て
緊
急
要
請
行
動
を
行
い
ま
し

た 
 

    
新
聞
記
事
２
面 

 

 

利
用
者
、
事
業
者 

労
働
者
三
者
か
ら
の 

リ
レ
ー
ト
ー
ク
。 

利
用
者
の
立
場 

か
ら
、
家
族
の
会 

の
Ｎ
さ
ん
が
発
言
。
自
身
は
８

４
歳
で
、
１
１
年
前
発
症
し
た

妻
（
現
在
８
０
歳
）
を
ず
っ
と

１
人
で
介
護
し
て
こ
ら
れ
ま
し

た
。
６
年
前
か
ら
デ
ィ
と
シ
ョ

ー
ト
５
日
間
利
用
し
な
が
ら
何

と
か
や
っ
て
こ
れ
た
が
来
月
１

２
月
で
現
在
利
用
し
て
い
る
事

業
所
閉
鎖
の
通
知
が
き
た
と
の

こ
と
で
す
。
そ
ん
な
中
、
参
加

し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。 

    

 

コ
ロ
ナ
禍
で 

会
員
２
人
亡
く
な
っ
た 

「 

私
は
、
老
々
介
護
を
し
て
い

る
家
族
の
会
の
一
員
で
す
。
本

日
は
介
護
の
日
で
す
。
介
護
現

場
は
人
手
不
足
で
事
業
所
閉
鎖

に
追
い
込
ま
れ
る
と
こ
ろ
も
あ

り
、
利
用
者
本
人
に
と
っ
て
も

家
族
に
と
っ
て
も
大
変
な
事
態

が
起
き
て
い
ま
す
。 

こ
の
コ
ロ
ナ
禍
の
中
で
、
私

た
ち
家
族
の
会
の
仲
間
の
い
の

ち
が
２
人
も
奪
わ
れ
ま
し
た
。

両
方
と
も
人
手
不
足
が
原
因
と

考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。
１
人
は 

第
３
波
コ
ロ
ナ
禍
で
の

介
護
崩
壊
許
さ
な
い 

 
 
 
 

 
 

利
用
者
・
事
業
者
・
労
働
者
３
者
で
訴
え
・
要
請 

 

夜
中
に
カ
ギ
の
か
か
っ
て
い
な

い
部
屋
か
ら
で
て
、
用
水
に
落

ち
て
低
体
温
症
で
亡
く
な
ら
れ

ま
し
た
。
要
介
護
２
で
あ
る
に

も
関
わ
ら
ず
夜
中
に
見
守
り
が

な
く
、
朝
に
な
っ
て
よ
う
や
く

ベ
ッ
ド
に
い
な
い
の
が
わ
か
っ

た
の
は
ど
う
し
て
で
し
ょ
う

か
。
も
う
１
人
は
や
っ
と
入
れ

た
特
養
で
椅
子
に
ず
っ
と
座
っ

た
ま
ま
窒
息
死
。
そ
の
間
誰
も

声
を
か
け
ら
れ
な
か
っ
た
の
で

し
ょ
う
か
。
人
手
不
足
で
ベ
ッ

ド
は
空
い
て
い
る
が
、
利
用
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
施
設
が
い

っ
ぱ
い
あ
り
ま
す
。
介
護
労
働

者
が
元
気
に
働
き
、
明
る
い
未

来
を
考
え
ら
れ
る
よ
う
に
、
経

済
面
で
の
支
援
は
緊
急
の
課
題

で
す
。
み
な
さ
ん
と
と
も
に 

声
を
上
げ
て
い
き
ま
し
ょ
う
」 

 

    
リ
レ
ー
ト
ー
ク
続
き
２
面 

  

 

 

リレートーク 利用者の立場から 
    

 

リレー 
トーク 

 

富山市 
要請行動 

 ～
減
収
補
填
・
人
手
不
足
解
消
待
っ
た
な
し
・
利
用
者
従
事
者
の
分
断
許
さ
ず
～ 
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協立病院待合室で 

ひまわり居宅城尾さん 

 

 

 

 

 

 

 

富山民医連労働組合執行委員長 嘉地政見 
 

コロナ危機の中、介護サービスの利用を手控えた高齢者の中には、認知機能や 

身体機能の衰えなどコロナによる虚弱化「コロナフレイル」と呼ばれる状態が 

広がっています。あってはならないことと言えますが、家族による虐待の増加 

も懸念されています。このコロナの中でも安全そして安心の介護を受けられる 

状態と安全・安心の介護サービスを提供できる体制を作ることが求められてい 

ます。富山県や国の責任が鋭く問われてきています。 

 国による事業所に対する減収補償とともに、衛生資材の十分な調達や、利用者 

と労働者が定期的に PCR検査を受けられることが必要です。また、デイサービス 

や介護施設で 3密を生み出さない十分な空間を確保するために、利用者の定員を 

減らしている多くの事業者に対して経営を維持できる基本報酬を引き上げることが必要になってきているこ

とが明白になっています。 

 富山県医労連が今年の 8月に実施した県内の介護事業所に対するアンケート結果によると、「53.3％の事

業所が前年同期と比較して減収した」「夏のボーナスについては 19％の事業所が減らした・払えなかった」

と回答しています。自由記載欄には、スタッフの離職を危惧する記載が多くあり、介護崩壊を防ぐために

は、これまでの支援に加えて事業継続のための公的支援がどうしても必要です。また、安全と安心な介護事

業の継続のために、定期的な PCR検査の公費による実施がどうしても必要です。アンケートで国や県など自

治体に対する要望で「感染対策上、事業所が必要と判断した場合の利用者全員の PCR検査の公費による実

施」についてが、最も多い結果となっています。 

介護職員の賃金を大幅に引き上げ、人員を増やして、体調が悪くなった時に休みやすい職員体制が取れる

ようにすることが不可欠です。特に人手不足が深刻な訪問介護は、専門職にふさわしい安定した賃金が必要

です。 

 介護事業所の収入を決める介護報酬の改定が来年の 4月に行われます。この年末に概算要求として予算案

に編成されます。介護保険への国の負担率・現在の 25％を大幅に引き上げて、必要な人が必要な介護を 

受けられる体制をつくる必要があります。コロナに負けない介護現場をつくるために、今取り組んでいます

署名運動にご理解とご協力をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

リレートーク 

２ 

北陸中日     

11月１２日 

北日本 


